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令和４年３月議会定例会の開会に当たり、議員各位のご健勝をお喜び申し上げま

す。また、日頃より市政にご尽力いただいていることに対し、深甚なる敬意を表し

ますとともに感謝を申し上げます。 

 

まず、新型コロナウイルス感染症対策等についてであります。 

12 月議会定例会終了後、正月三が日までは感染拡大はある程度抑制されておりま

したが、それ以降、急激に感染者数が増加いたしました。心配されておりました「第

６波」の発生であります。オミクロン株のまん延により、これまでにない速度で感

染が拡大し、１週間で概ね倍増するという状況が続きました。１月末時点で、全国

の１日の新規感染者数が８万人を超える事態に至り、国は１月 21 日をもって、新

潟県を含む 13 都県に「まん延防止等重点措置」を適用し、１月 27 日には北海道、

大阪府を含む 34 都道府県に適用を拡大せざるを得ませんでした。 

新潟県及び南魚沼市においても、国とほぼ同時期に感染拡大が始まり、１月中の

新規感染者は新潟県で 8,000 人を超え、南魚沼市においても 168 人を数えるまでに

なり、過去に例のない急拡大が続いております。市の職員にも感染者が発生いたし

ましたが、職場内や市民への感染の拡大は発生せず、市役所業務への影響は最小限

にとどまっております。また、市内の小・中学校の児童・生徒や保育園・認定こど

も園の園児・職員にも感染が確認されましたが、迅速な学年・学級閉鎖やクラス閉

鎖、保護者への情報伝達や家庭保育の依頼などを行うことで、感染の拡大防止に取

り組んでいるところであります。 

感染予防対策としては、マスクの着用、手指消毒など、これまでの対策を徹底す

ることが肝要ですが、抜本的な対策としては３回目のワクチン接種が最も効果があ

ると考えております。南魚沼市では、高齢者に対する個別接種を１月半ばから、同

じく集団接種を２月 15 日から前倒しで行っております。 

まん延防止等重点措置の適用と共に、新潟県全域で飲食店等の営業時間短縮の取

組が始まり、本気丼
ま じ ど ん

で賑わっていた市内経済は再び冷え込むこととなりました。ス

キー場などの観光産業やその関連産業は、今年こそはと意気込んでいただけに、そ

の影響は深刻であります。感染状況を見極めながら、今後、効果的な経済対策を打

ち出し、支援してまいりたいと考えております。 



ウイルスとの闘いは丸２年を超え、市中には疲弊感や諦め感が漂っておりますが、

簡易な検査方法や飲み薬などの新たな武器も手に入れており、人類がウイルスに打

ち勝つ道筋は、明確に見えてきたと感じております。市民と一体となり、１日でも

早く、この山を乗り越えることができるよう取り組んでまいります。 

 

ここで、令和３年 12 月議会定例会以降の経過等につきましてご報告申し上げま

すとともに、新年度を迎えるに当たり、市政運営に対する私の所信を申し上げます。 

第一に、保健・医療・福祉についてであります。 

保健関係につきましては、新型コロナワクチンの追加接種（３回目）を 12 月末か

ら医療従事者に始めております。追加接種は、日時と接種場所をあらかじめ指定し

た「日時場所指定方式」を採用しています。医療機関での個別接種は１月 17 日（月）

から開始いたしました。集団接種は２月 15 日（火）から、五日町雪国スポーツ館を

会場として、毎週火曜日から土曜日まで、３月からは日曜日を追加して行います。

接種から６か月以上を経過した市民の方に順次、接種券をお送りし、接種を実施し

てまいります。開始時期の前倒しとともに、接種回数を増やして接種の加速化を図

ってまいります。５歳から 11 歳までの小児の接種につきましては、個別接種と集

団接種で実施することとし、３月からの接種開始に向けて準備を進めております。 

自宅療養者への支援につきましては、感染力の強いオミクロン株の発生により、

感染者が急増して自宅療養者が増えていることから、食料品や日用品の配達ができ

る市内の店舗と契約を行い、支援を開始したところであります。保健所業務の見直

しによる陽性者の健康状態の把握等への重点化や、濃厚接触者の自宅待機期間など、

国・県の対策が日々変化しておりますが、今後も柔軟に対応してまいります。 

看護師修学資金貸与につきましては、昨年 12 月に選考試験を実施し、新たに４

人に対する貸与を決定いたしました。なお、貸与予定数の５人に満たなかったこと

から、２月の入学試験合格者まで対象を拡大し、追加募集を行っております。 

母子保健事業につきましては、１月から産後ケア事業の訪問型を開始いたしまし

た。この事業は、心身の不調や育児不安のある母子に対する保健指導などの支援を

行うものです。これまでは、医療機関を利用する宿泊型や日帰り型のみでしたが、

今回開始した訪問型は、助産師が母子の居宅を訪問して保健指導等を実施するもの

で、外出の難しい母子でも産後ケアが利用できるようになるものです。 

医療関係につきましては、総務省事業である「公立病院医療提供体制確保支援事

業」の基礎的支援の取組では、１月 24 日に第５回の会議を開催いたしました。これ



までの事業の取組状況や、市民病院の令和４年度に向けた経営改善、病棟再編及び

医師確保対策の取組状況を説明し、アドバイザーから専門的な分析に基づくご意見

をいただきました。 

寄附講座の拡充につきましては、自治医科大学附属さいたま医療センターから循

環器内科の医師１名を特命助教として、令和４年度の当初から派遣していただける

目途が立ち、４月からは３名の医師体制となります。また、第２期の寄附講座の開

設に向けた大学との協議が進み、多方面へのネットワークを通じた募集を掛けてい

ただくことができました。その結果、１名の医師を 10 月から派遣いただく準備が

進んでおります。ご本人からも市民病院を視察していただくなど、招聘に向けて順

調に進捗しております。現時点では寄附講座の第２期は、令和４年 10 月から令和

６年３月までの１年６か月を医師３名体制で設置し、その後も令和６年度から７年

度までを第３期として、継続性のある寄附講座とすることで大学と協議を進めてい

るところであります。加えて、自治医科大学附属さいたま医療センターから循環器

内科の専攻医が常勤医として勤務していただける見込みとなり、寄附講座と併せて

自治医科大学関係で４名の常勤医師の支援が得られることとなります。 

ゆきぐに大和病院及び健診施設に係る調査委託事業につきましては、業務が完了

し、各候補地の計画案の比較、及び総合評価について報告書の提出がありました。

現時点では、この報告書をもって候補地を特定するべきではないと判断しておりま

す。今後、市立病院の経営改善に向けた計画と施設整備の中期的な計画に併せて、

病院事業の全体計画として策定を進める考えであります。 

医療対策の推進では、第６回の医療対策推進本部会議を１月 28 日に開催し、こ

れまでの総務省事業の取組、寄附講座による医師確保、ゆきぐに大和病院・健診施

設の調査委託及び市立病院の組織再編の取組状況を説明し、今後の方針について協

議を行ったところです。今後も市長部局と病院部局間で共通認識を持ちながら諸課

題に取り組んでまいります。 

医療のまちづくりプロジェクトでは、２月 25 日に２つのプロジェクトチーム合

同による第３回医療のまちづくりプロジェクトチーム会議を開催いたしました。こ

れまでの総務省事業を受けての令和４年度からの経営改善等に向けた取組、寄附講

座の拡充や買い物支援の取組などについて説明し、委員からご意見をいただいたと

ころであります。 

子育て支援関係につきましては、新型コロナ対策として国が実施する「低所得の

子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金」(児童１人当たり５万円)につ



いて、１月 31 日現在で「ひとり親世帯分」として申請が不要な対象者 388 人、及び

申請が必要な対象者 24 人に対する振込が完了しております。また、「ひとり親世帯

以外分」については、申請が不要な対象者 234 人及び申請が必要な対象者 35 人に

対する振込が完了しております。申請期限は２月 28 日となっておりますので、３

月に最終給付を行い、事業が完了となります。 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた子育て世帯を支援するために実施す

る「子育て世帯への臨時特別給付金」（児童１人当たり 10 万円相当）につきまして

は、当初クーポンで支給することとされていた５万円分も、現金での給付が可能と

なったことから、令和３年内に現金で一括給付する方針といたしました。これによ

り、申請が不要な中学生までの児童の世帯 3,322 件へ 12 月 23 日に給付いたしまし

た。また、高校生などの申請が必要な世帯 689 件には、１月 31 日に第１回目の給

付を行っております。引き続き、３月 31 日まで申請を受け付け、給付を行ってまい

ります。 

福祉関係につきましては、生活困窮世帯を対象とした「福祉灯油購入費助成事業」

の申請を１月 17 日から受付開始し、支給要件の確認後、順次、助成金の支給を行っ

ております。また、「住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業」につきま

しては、２月 15 日に対象となる世帯に「支給要件確認書」を郵送して、給付を行っ

てまいります。 

第４期地域福祉計画（令和４年度から令和８年度までの計画）の策定につきまし

ては、２月３日に開催した第４回地域福祉計画推進委員会で、最終審議が行われま

した。「地域ぐるみでつくる安全・安心のまち、市民の手で支えあう福祉のまち」

を基本理念として、地域福祉の推進を図ってまいります。 

介護保険関係につきましては、未だ収束が見通せないコロナ禍において、今日ま

で市内の介護施設では、大きなクラスターは発生しておりません。これは、関係者

の皆様方の並々ならぬ努力の賜物であり、心より敬意を表するところであります。 

地域支援事業といたしましては、１月 10 日から３月 21 日までの全 11 回を予定

して、地域包括ケアシステムについてのミニ講話を、ＦＭゆきぐにで放送しており

ます。市の少子高齢化の現状を知り、市民が自ら地域で支え合うために取り組むべ

きことや予防活動などについて幅広い年代の方へ情報を伝えております。 

国民健康保険事業につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、

令和３年度予算では保険税収入の大幅減を見込み、支払準備基金の大半を投入して

予算編成を行ったところですが、調定額、収納率ともに前年に近い水準で推移して



おり、今定例会の補正予算に保険税収入の追加を計上いたしました。令和４年度当

初予算は、県が示した算定値を参考に推計し、不足分は支払準備基金を繰入するこ

とにより、現行保険税率を据え置いて運営できる見込みではありますが、令和３年

の所得額等の確定を待って、改めて検証を行うことといたします。その旨を、２月

24 日に開催した国民健康保険運営協議会で説明し、ご了解をいただいたところであ

ります。 

病院事業につきましては、新型コロナウイルス感染症の急拡大を受け、院内感染

の防止に、より注力するとともに、新型コロナワクチンの追加接種をできる限り前

倒しして実施しております。また、市の集団接種に医師、看護師及び薬剤師を派遣

してまいります。今後も国や県の動向を注視しつつ、早期に追加接種が進むよう努

めてまいります。 

３回目の新型コロナワクチン接種については、大和病院では、医療・介護施設従

事者等は１月 15 日から、高齢者等は２月５日から開始しており、市民病院では、医

療従事者は１月 19 日から、高齢者等は１月 21 日から開始しております。 

市民病院玄関の庇の再建につきましては、鋼材など、様々な材料の供給不足と高

騰が報道されている中でありますが、主要材料については工程計画どおりに手配す

ることができております。今後の降雪状況の影響が心配されますが、利用者の利便

性の回復を図るため、６月末の完成を目指し、安全に留意して工事を進めてまいり

ます。 

市民病院の経営改善策の大きな取組として、４月に病棟の１つを地域包括ケア病

床に転換するため、課題となっている看護助手の確保に努めながら準備を進めてお

ります。また、令和４年度の早期に回復期リハビリテーション病棟への転換を進め

ていくため、４月から新たにリハビリテーション技師５人を採用することといたし

ました。 

城内診療所につきましては、３回目の新型コロナワクチン接種の加速化を図るた

め、診療日によっては午後の外来診療の制限を行いながら、個別接種枠を拡大して

対応してまいります。 

 

次に、教育・文化についてであります。 

石打地区の小学校統合につきましては、新たな校舎となる上関小学校の改修工事

が完了し、学童保育施設を学校内に新設する工事も完了いたしました。新たな校歌

や校旗も完成し、上関小学校、石打小学校の両校の児童は４月 11 日の開校式・入学



式に向け、交流活動や新しい校歌の練習に取り組んでおります。 

学校施設の整備につきましては、国の補正予算による追加内示を受け、中学校の

特別教室へのエアコン設置工事と、塩沢中学校のトイレ改修工事について、今定例

会の補正予算に計上しております。どちらも国の交付金を活用し、新年度に繰り越

して工事を実施する予定であります。 

新型コロナウイルス感染症の再拡大により、市立学校においても多数の児童生徒

が陽性者となるなど、感染が拡がっています。すべての学校への顔認証型サーマル

カメラの配備をはじめ、学校では、行事の簡素化や時間短縮、平日も含めた中学校

の部活動の休止に加え、保護者と連携しながら児童生徒の健康観察を徹底するなど、

一層の感染防止対策を実施しております。今後も校内の消毒やマスクの着用、換気、

手洗い、３密防止など基本的な感染予防対策を徹底し、学校内での感染拡大防止に

努めてまいります。 

南魚沼市民会館では、舞台の吊物装置の更新工事に伴い、大ホール及び多目的ホ

ールの利用を休止しておりましたが、工事がすべて完了したことから、大ホールに

ついては３月から利用を再開いたします。また、多目的ホールについては１月 24 日

に工事が完了し、１月下旬から利用を再開しております。 

 

次に、環境共生についてであります。 

施設整備計画に基づく可燃及び不燃ごみ処理施設の延命化対策につきましては、

今年度計画した工事すべて、順調に進捗しております。整備に当たっては、これま

での点検結果や不具合の状況から健全度を判定し、劣化が進んでいる懸案設備を優

先しております。今後も引き続き状態を勘案して、随時計画を見直しながら、安定

稼働に努めてまいります。 

新ごみ処理施設整備につきましては、現在、市内において建設候補地を定め、関

係地域と協議を行っております。建設予定地の決定については、地域と行政相互の

信頼関係が重要であることから、より丁寧な協議に留意して進めてまいります。ま

た、今年度の取組として、「家庭系ごみ内容物調査」を計４回と「事業系ごみ排出調

査」を直営で実施いたしました。これに加えて、国の支援事業を活用した「食品ロ

ス実態調査」を業務委託で実施し、市内全体のごみ排出状況を把握するとともに、

事業系ごみの処理適正化や食品ロスに関連した生ごみ類の排出実態調査などを行

いました。今後も継続的に調査を行い、これらの結果を踏まえながら、施設延命化

対策と新ごみ処理施設整備に向けた減量化の取組を深化させてまいります。 



有害鳥獣対策につきましては、今年度は、ツキノワグマの出没が少ないまま降雪

期に入ったことで、人身被害に繋がる危険な時期は、概ね脱したものと判断してお

ります。しかし、冬期間でも人家の周辺にイノシシが出没する案件が発生している

ことから、引き続き、関係機関と連携して、鳥獣被害の防止に努めてまいります。 

地盤沈下対策につきましては、12 月 25 日から元日にかけての大雪で、急激な水

位低下が起こったことから、地盤沈下警報を発令いたしました。年明け後も断続的

な降雪に見舞われ、地下水位が回復しない状況が続いております。市民に広く節水

を呼び掛けるため、本庁舎１階ロビーに地下水位情報を掲示するとともに、ＦＭゆ

きぐに、市ウェブサイト及び広報車により情報提供し、節水への意識向上や注意喚

起に引き続き取り組んでまいります。 

 

次に、都市基盤についてであります。 

今冬の除雪事業につきましては、12 月 18 日の初降雪以降、断続的な降雪があり、

特に年末年始は警報級の大雪となり、その後も降雪日が多く続いたため、降雪量、

積雪深ともに過去 10か年の平均を上回り、２月 15日時点での機械除雪費の合計は、

約 10 億 2,300 万円となりました。引き続き、冬期間の市民生活に支障がないよう

に努めてまいります。 

（２月 15 日現在、累計降雪量 1,063cm：平均 955cm、最大積雪深 233cm：平均 176cm） 

国土交通省の直轄国道事業につきましては、補正予算において「国道 253 号八箇

峠道路」に２億円、「国道 17 号六日町バイパス」に４億円（うちゼロ国債２億円）

の配分がありました。また、「六日町電線共同溝」、「上一日市地区歩道整備」につい

ても補正予算の配分がありましたので、円滑な事業実施に協力するとともに、今後

も早期の全線開通に向けた要望を続けてまいります。 

直轄砂防事業につきましては、「登川床固工群」、「登川流域砂防堰堤改築」にそれ

ぞれ１億円、「高棚川砂防堰堤群」に１億３千万円の補正予算の配分がありました。

安全な地域づくりのため、事業の推進に協力してまいります。 

水道事業につきましては、発注した施設や管路工事は順調に進捗しております。

非常用水源の開発では、上田調整池内の非常用水源電気設備工事が完了いたしまし

た。今後、定期的な水質検査を行い、非常時に備えた運用を開始いたします。また、

10 月に和歌山県で発生した水管橋の崩落事故を受け、厚生労働省の指導に基づき、

主要な水管橋の緊急点検を実施いたしましたが、甚大な事故につながるような不良

箇所は確認されませんでした。 



下水道事業につきましては、農業集落排水の県流域下水道への接続工事では、中

之島地区が完了し、残る城内地区についても順調に進捗しております。また、国の

補正予算を活用して、六日町市街地の寺裏雨水幹線工事の進捗を進め、集中豪雨対

策の効果が早期に発揮できるよう、今定例会に補正予算を計上しております。 

 

次に、産業振興についてであります。 

 令和３年産米につきましては、魚沼地域の作況指数は 96 の「やや不良」となり、

10 アール当たりの収量は 487 キログラムとなりました。品質面では、継続的な土づ

くりや適期中干しの徹底、登熟期の異常高温がなかったことなどから、市内ＪＡに

よる検査実績でコシヒカリの１等米比率は、カントリー集荷分を含め 93.8 パーセ

ントとなりました。１等米比率が 90 パーセント以上の品質確保は、平成 23 年産以

来であります。 

 農地中間管理機構を通じた農地の集積につきましては、38 件、33.2 ヘクタール

の貸付実績となりました。今後も、担い手への効果的な農地の集積・集約化を進め

るべく、関係機関と連携して取り組んでまいります。 

観光振興につきましては、２年目となるプレミアム旅行券『雪恋』の 12 月からの

利用開始と、12 月下旬からまとまった降雪があったことにより、10 か所のスキー

場のうち、８か所が年末年始の営業を行うことができました。入込客数は９万 780

人（対前年比 150.20 パーセント、対前々年比 200.18 パーセント）となりました。 

商工振興につきましては、11 月末まで販売した「南魚沼市プレミアム付商品券」

が、最終的に 791,160 冊の販売となり、１月末までに７億 3,464 万円が換金されま

した。換金率で 92.9 パーセントとなっております。２月末の換金期限まで引き続

き取り組んでまいります。 

１月 19 日に発出された「まん延防止等重点措置」に伴い、１月 21 日から３月６

日まで要請された営業時間短縮及び酒類提供制限、会食人数の制限に多くの事業者

からご協力をいただいております。現在、該当する事業者の皆さまに「新型コロナ

ウイルス感染拡大防止協力金」の給付を進めております。今後も支援などについて、

可能な限り迅速に取り組んでまいります。 

イノベーション人材育成事業につきましては、ＪＲ六日町駅内に整備を進めてい

る事業創発拠点の工事が完了いたします。３月下旬にオープニングイベントを開催

する予定であり、４月から供用開始となります。本施設を活用して意欲ある起業家

や事業者の支援と育成に取り組んでまいります。 



 

次に、行財政改革・市民参画についてであります。 

行政改革につきましては、行政改革推進委員会を開催し、アクションプランの今

年度の取組について外部評価をいただきました。引き続き、行政改革大綱の実現に

向け、具体的な事務事業の見直しと改善を進めてまいります。 

「第２次南魚沼市総合計画」につきましては、令和３年度は後期基本計画の初年

度となりました。１月 18 日の総合計画審議会で、令和４年度から６年度までの実

施計画について、了承をいただきました。 

男女共同のまちづくりの推進につきましては、第４次男女共同参画基本計画の策

定に取り組み、１月 26 日に男女共同参画推進委員会を開催し、計画の素案につい

て審議いただいたところであります。 

 

令和３年度一般会計補正予算（第 13 号）、令和３年度一般会計補正予算（第 14

号）、一般会計補正予算（第 15 号）、令和３年度一般会計補正予算（第 16 号）及び

令和３年度一般会計補正予算（第 17 号）を専決処分といたしましたので、今定例会

でご報告いたします。 

令和３年度一般会計補正予算（第 13 号）は、高校３年生（満 18 歳以下）までの

子どもに１人当たり 10 万円を支給する「子育て世帯等臨時特別支援事業」の実施

に係る経費で、全額が国庫補助金で補てんされるものであります。昨年 12 月定例

会における令和３年度一般会計補正予算（第 12 号）の提案理由の説明で申し上げ

ましたとおり、当市は 10 万円相当額の支給に関しては、全額を現金で支給するこ

ととし、中学生以下については、年内に 10 万円を一括支給することとしたため、12

月 20 日付で専決処分としたところであります。クーポン券の支給から現金支給に

切り替えることで必要となる、１人当たり５万円の給付費分、３億 8,805 万７千円

を計上し、歳入歳出予算の総額を 355 億 4,205 万３千円といたしました。 

令和３年度一般会計補正予算（第 14 号）は、次の２点について緊急に財政措置を

行う必要があることから、１月 17 日付けで専決処分といたしました。 

１点目は、国の新型コロナウイルス感染症に関する経済支援策として、住民税非

課税世帯等に対し１世帯当たり 10 万円を支給する「臨時特別給付金事業」の実施

に係る所要経費であります。事業内容について、令和３年 12 月 21 日付けで国から

通知があり、迅速な支給に向け、システム改修や案内通知の発送など、早急に準備

に取り掛かる必要があることから、専決処分としたものであります。対象世帯を



4,800 世帯と見込み、事務費と合わせて必要となる経費、４億 9,500 万円を計上い

たしました。 

２点目は、除雪事業費の増額であります。12 月以降、断続的な降雪により出動回

数が多く、春先除雪で既に１億 5,000 万円ほどを支出していることから、１月 16 日

時点で 500 万円を残すのみとなりました。降雪予想は継続していたことから、財政

調整基金から繰入れを行い、機械除雪費に３億円を追加したものであります。 

以上により、歳入歳出予算にそれぞれ７億 9,500 万円を追加し、総額を 363 億

3,705 万３千円といたしました。 

令和３年度一般会計補正予算（第 15 号）は、１月 21 日から新潟県全域に「まん

延防止等重点措置」が適用されたことに伴い、営業時間の短縮にご協力いただいた

飲食店等に対する協力金の支給に係る所要経費、９億 9,754 万８千円を計上するも

のであります。協力金の申請は時短要請期間の最終日の翌日、２月 14 日から開始

されることとなっておりますが、協力状況の調査等も行う必要があることから、時

短要請期間の開始前、１月 19 日付で専決処分としたものであります。 

以上により、歳入歳出総額を 373 億 3,460 万１千円といたしました。 

令和３年度一般会計補正予算（第 16 号）は、再び除雪事業費の増額が必要となっ

たことから２月７日付で、専決処分といたしました。機械除雪費は１月 17 日付の

専決処分で３億円を追加したところですが、その後も断続的な降雪により、予想を

上回る出動回数となったことから、僅か３週間で予算残額が 1,000 万円を下回る状

況となりました。このため、財政調整基金からの繰入れを行い、さらに２億円を追

加したものです。 

以上により、歳入歳出総額を 375 億 3,460 万１千円といたしました。 

令和３年度一般会計補正予算（第 17 号）は、２点について早急に予算措置を行う

必要があることから、２月 10 日付で専決処分といたしました。 

１点目は１月 21 日から適用されている「まん延防止等重点措置」の適用期間を

３週間延長する政府決定が２月 10 日に行われたことにより、新たに県から示され

た協力金の支給に係る所要経費、６億 7,575 万８千円を計上したものであります。 

２点目は、雪害によりお亡くなりになられた方に対し、災害弔慰金の支給に関す

る法律に基づき、弔慰金を支給する経費１千万円を計上したものであります。 

以上により、歳入歳出総額を 382 億 1,535 万９千円といたしました。 

 

 



一般会計補正予算（第 18 号）についてであります。 

主な内容といたしましては、まず、ふるさと納税寄附金に係る諸経費の調整であ

ります。ふるさと納税寄附金は、1 月末段階で前年度比 38 パーセント増の、41 億

円を超えるご寄附をいただいております。ご寄附をいただいた皆さまに、この場を

お借りしまして厚く御礼を申し上げるところであります。この歳入見込額を増額計

上するとともに、ふるさと応援基金に 21 億 2,400 万円を積立ていたしました。 

また、令和４年度の当初予算への計上を予定していた塩沢中学校トイレ改修工事

及び中学校特別教室エアコン設置工事に係る費用について、国の令和３年度補正予

算に関連して前倒しで計上いたしました。 

このほか、雪資源活用事業費の減額、中小企業金融制度事業費の預託金の減額、

また９月に新潟県全域で実施された飲食業等の営業時間短縮要請に対する協力金

事業について、実績に基づいて減額し、３回目のワクチン接種に関する年度末まで

に見込まれる所要額について追加計上いたしました。また、機械除雪費に、更に１

億円を追加計上いたしました。 

歳入では、普通交付税の追加交付額の確定により４億 6,475 万円を追加し、臨時

財政対策債を２億 4,880 万円減額したほか、財政調整基金繰入金のうち、３億 2,000

万円を戻入れすることができました。 

以上により、歳入歳出予算に、それぞれ 22 億 8,946 万９千円を追加し、総額を

405 億 482 万８千円としたいものであります。 

なお、年度内に事業が完了しない見込みである 26 事業について、当該事業の未

執行予算 23 億 4,038 万６千円を、翌年度に繰り越して執行ができるように繰越明

許費を計上いたしました。 

 

次に、新年度当初予算編成に当たり所信の一端を申し上げます。 

政府は、一般財源総額については、「骨太の方針 2021」で、引き続き実質的に同

水準を確保するとしており、これを踏まえた令和４年度の地方財政対策において、

前年度を上回る額が確保されております。また、地方交付税については、地方税や

譲与税の伸びに加え、新型コロナウイルス感染症対策をはじめとする歳出増を踏ま

え、近年の最高額が確保されるとともに、臨時財政対策債の抑制が図られました。 

これら、国の令和４年度地方財政対策や新型コロナウイルス感染症対策をはじめ

とした、様々な地域の情勢を踏まえたうえで、令和４年度当初予算は、将来にわた

る財政の健全化と持続可能な財政運営を行うため、予算編成や財政運営の指標とし



て活用することとして策定した「第３次財政計画」の初年度ということを念頭に、

シミュレーション２でお示しした、推計を達成するための当初予算額推計をベース

に、編成したところであります。 

課題である財政指標等の改善につきましては、実施計画ローリングと財政計画に

基づく財政健全運営への取組により、起債残高が減少し、実質公債費比率、将来負

担比率ともに改善してきており、確実に健全化が進められております。しかしなが

ら、自主財源の根幹である市税について、前年度から一定の回復基調ではあるもの

の、新型コロナの第６波である「オミクロン株」まん延の影響により、市税全般で

伸びが期待できない状況であります。景気動向や早いペースで進行している人口減

少などの影響によっては、容易に財政状況の悪化を招きかねないことから、予断を

許さない状況に変わりはないため、決して気を緩めることなく着実な財政運営を堅

持してまいります。 

歳入では、市税につきましては、経済情勢や税制改正等を踏まえ算定いたしまし

た。譲与税、交付金、地方交付税、臨時財政対策債につきましては、地方財政計画

の見込み、増減率のほか、国勢調査が実施されたことによる人口を測定単位とした

基準財政需要額への影響を踏まえた推計を行って、算定したところであります。国

県支出金その他の特定財源は、歳出の各事業に基づき、適切に計上しております。 

歳出では、総合計画実施計画のローリングに基づき、主要な施策を着実に進捗さ

せるとともに、ふるさと里山再生整備事業や、医療のまちづくりの実証実験、建設

業の人材確保の支援事業など、実効性のある取組を進めてまいります。また、感染

症対策として、消防大和分署及び湯沢署の仮眠室などの改修や小学校図書室のエア

コン設置などを行います。このほか、公共施設等総合管理計画に基づき、大規模改

修や不要となった公共施設の解体除却を進めてまいります。 

市政への要望や課題は常に山積しておりますが、持続可能な財政運営を念頭に、

限られた財源で最大の効果を発揮していくよう、常に工夫を心掛けながら、活気を

取り戻せるよう予算編成を行ったところであります。 

以上を踏まえ、令和４年度一般会計予算を、総額 319 億 3,000 万円、前年度比 13

億 7,000 万円、4.5 パーセントの増で編成いたしました。 

 

次に、新年度の主な事業概要についてご説明申し上げます。 

第１ 保健・医療・福祉についてであります。 

保健関係につきましては、市民一人一人が主役となり「自分の健康は自分でつく



る」ことを意識しながら実践できる健康施策を、健康推進員、食生活改善推進員、

筋力づくりサポーター、及び地域づくり協議会の協力のもとに推進してまいります。 

そのための方策として、第１に、令和２年度から新型コロナウイルスの感染拡大

のため、健（検）診受診者が減少し、令和元年度の受診者数に回復していない状況

があります。新年度は、より一層、健（検）診未申込者や、健診に申し込んでも受

診に至らない対象者に対して、様々な機会をとらえ、健（検）診受診につながるよ

う働きかけてまいります。また、事業開始から３年目となる「健康ポイント事業」

につきましては、前年度以上に参加者が増えるよう事業の普及啓発に努めてまいり

ます。加えて、健康寿命の延伸にむけ、高齢者への保健事業と介護予防等を一体的

に実施します。 

第２として、予防接種事業及び母子保健事業の充実に努め、第５期の風しん事業

や、定期接種となっている各予防接種に加え、積極的勧奨が再開された子宮頸がん

予防ワクチンの接種など、年度内に変更が行われるワクチンの最新情報について、

市民へ的確にお知らせして、正しい知識の普及啓発と予防接種を促進し、予防接種

助成事業の周知を図ってまいります。また、不妊治療につきましては、保険診療適

用外の費用助成を行ってまいりましたが、この度の診療報酬改定に伴い、今後の助

成のあり方について検討を始めたところです。妊婦健診については助成を継続し、

乳幼児健診及び療育支援の充実など、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支

援を推進してまいります。また、産婦健康診査事業を新たに開始する予定で、健診

費用を助成することにより産婦健診の確実な受診を促すとともに、医療機関と健診

結果を共有することで、産後うつなどの早期発見や早期対応につなげるものです。

早期に対応することで、児童虐待の抑止効果にも期待しているところであります。

加えて、これまで、子育ての駅ほのぼのでマタニティ教室や離乳食教室を実施して

おりましたが、新年度からは乳児健診と１歳歯科健診も実施する体制に変更いたし

ました。ほのぼの広場に早期につなぐことで、コロナ禍で育児に困難を抱えるご家

庭の不安や負担により早く対応することできるよう、支援を進めてまいります。 

第３として、全国的な課題である自殺予防対策について、県や医療機関など関係

機関と連携しながら、自殺予防へとつながる事業を推進してまいります。これまで

の高齢者対策に加え、働き盛り世代の男女、若年層対策が必要です。地域づくり協

議会や教育現場と連携し、活動強化を図ってまいります。 

地域医療対策事業費では、拡充事業として寄附講座と若手医師育成環境整備を推

進し、医師確保を積極的に進めてまいります。 



看護師修学資金貸与制度につきましては、資金貸与を受ける者の「市内に住所を

有する」という要件をなくし、また「在学生」も対象に加えることで学生が利用し

やすい制度となるよう、今定例会に条例の一部改正を提案しております。これによ

り、卒業後に市内に勤務する医療従事者を更に増やすことを目指してまいります。 

子育て支援関係につきましては、子どもが３人以上いる多子世帯の保育料負担軽

減を目的に、国の軽減制度の対象とならない児童に対し、市の独自制度として実施

している３人目以降の児童に対する保育料軽減を一層強化し、軽減率を 20 パーセ

ントから 50 パーセントに拡充します。これにより、第３子以降の児童すべてが、国

制度の対象児童と同等の軽減となります。 

また、国の「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」(令和３年 11 月 19 日閣

議決定)において、保育士などを対象に収入を３パーセント程度引き上げるための

措置を前倒しで実施する」こととされたことから、市では２月から保育園・認定こ

ども園の保育士等職員の収入を３パーセント程度引き上げるための「南魚沼市保育

士等処遇改善臨時特例事業」を実施しております。これは、職員に対して３パーセ

ント程度の賃金改善を継続して実施する園に対し、必要な費用を補助するものであ

り、市内のすべての私立園・公設民営園が、この事業により職員の賃金改善に取り

組んでおります。 

学童保育につきましては、統合石打小学校の開校に併せて学校内に新設した学童

保育施設の名称を「石打クラブ」とし、定員 35 人で開所いたします。施設整備にあ

たっては、保育室の面積や収納などに余裕を持たせ、快適で安全に過ごせる環境整

備を図りました。引き続き、各家庭における仕事と子育ての両立に向け、児童の健

全育成に努めてまいります。 

福祉関係につきましては、介護人材確保緊急支援事業の研修費補助制度について、

介護施設だけではなく、障がい者施設に従事する方も対象に加え、制度の拡充を図

ります。 

「浦佐福祉の家」につきましては、「公共施設等総合管理計画」に基づき、令和

５年度からの市内社会福祉法人への無償譲渡に向けて、耐震補強・改修工事を予定

しております。 

生活困窮者支援につきましては、自立相談・住居確保・家計改善・就労準備・子

どもの学習支援などのメニューにより、南魚沼市社会福祉協議会と連携し、引き続

き生活困窮者の自立支援に取り組んでまいります。 



介護保険関係につきましては、「第８期介護保険事業計画」の中間年に当たり、

引き続き介護人材確保対策として、介護人材確保緊急５か年事業の継続、介護職員

初任者及び実務者研修費用の助成、介護支援専門員（ケアマネジャー）受験対策講

座の開催など、資格取得支援を継続してまいります。また、新たな事業として、在

宅で介護を担っている介護者の身体的・経済的な負担の軽減のため、ベッドの起き

上がりや車いすへの移動等の介護動作をサポートすることを目的として、介護保険

制度では対象とならない介護用補助用具等の購入費の一部助成を行います。また、

地域包括ケアシステムの深化・推進に向け、在宅医療が安心して行えるよう、医療

介護連携のための地域医療機関の入退院連携ガイドを南魚沼地域在宅医療推進セ

ンターと協働で作成していきます。加えて、市民フォーラムや市報等を活用し、市

民への啓発活動にも重点を置いて取り組んでまいります。 

 

第２ 教育・文化についてであります。 

学校施設の整備につきましては、老朽化が著しい北辰小学校の大規模改修工事を

令和５年度に実施するため、その設計費用を新年度予算に計上いたしました。また、

おおまき小学校のグラウンド改修工事、城内小学校体育館のサッシ改修工事、小学

校図書室へのエアコン設置工事、六日町中学校の第一体育館床改修工事、及びエレ

ベーター改修工事のほか、繰越事業として、塩沢中学校のトイレ改修工事、中学校

の特別教室へのエアコン設置工事を実施し、教育環境の更なる向上に努めてまいり

ます。 

ＩＣＴを活用した教育の推進につきましては、ＧＩＧＡスクール構想で整備した

児童生徒一人一人へのタブレット端末の配布や、学校内における高速インターネッ

ト環境の構築により、全ての市立学校において、ＩＣＴを活用した教育活動が可能

となっております。コロナ禍の状況も踏まえながら、タブレット端末の家庭への持

帰りを段階的に進めるなど、家庭学習での活用も行うこととしております。今後も

ＩＣＴ教育の充実に向け、教職員のＩＣＴ機器への対応や授業での有効活用に向け、

学校と連携しながら、支援体制の強化を図ってまいります。 

学校における新型コロナウイルス感染症対策につきましては、国の補助金を活用

した感染予防対策予算を各学校へ配分し、学校の実情に応じた感染予防対策を継続

することとし、必要な予算について、令和４年度への繰越を念頭に、国の内示に基

づき、今定例会の補正予算に計上いたしました。また、引き続き学校内の消毒作業

を行う人員を確保し、教職員の負担軽減を図るとともに、安全安心な教育環境の確



保に努めてまいります。 

学校給食につきましては、大和及び六日町の学校給食センターの老朽化が進んで

いることから、今後の児童生徒数の減少も踏まえ、２つの学校給食センターを統合

する方針とし、新年度は基本的な仕様を策定するための予算を計上いたしました。

令和７年度以降、新たな学校給食センターが稼働することを目指し、今後、計画的

に業務を進めてまいります。 

文化振興につきましては、トミオカホワイト美術館では、「富岡惣一郎氏生誕 100

年」を記念し、収蔵品の図録
ず ろ く

の作成や企画展などの記念事業を予定しております。

富岡氏のご遺族からは、最近、新たにリトグラフやデッサン画などの貴重な資料を

ご寄贈いただきました。これらを整理し、良好な保存状態で管理するとともに、美

術館で有効に展示し、改めて富岡惣一郎氏の作品と功績を、市民の皆さまに広くご

紹介したいと考えております。 

生涯スポーツの推進につきましては、市民の効果的な健康づくりを進めるため、

自転車の利活用をはじめ、幅広い世代が多様なスポーツに親しめる機会の増進と環

境整備に努めてまいります。その一つとして、令和４年度に旧第二上田小学校の体

育館を屋内スポーツ施設に改修する工事を予定しております。雨天や冬期間でも野

球やサッカーといった球技の練習が可能な施設に改修することで、市民の利用促進

を図るとともに、合宿誘致などに活用できるよう、環境整備を図ってまいります。 

 

第３ 環境共生についてであります。 

可燃及び不燃ごみ処理施設の延命化対策につきましては、施設整備計画を随時見

直しながら着実に進め、新ごみ処理施設が稼働するまでの間、安定した処理機能と

公害防止機能の維持を重点に、安全安心な運用に努めてまいります。 

また、新ごみ処理施設整備計画の推進や現施設の延命化を図るとともに、ごみ減

量化の取組として、今年度と同様にごみ排出実態の把握に努め、今後の計画や施策

に反映させてまいります。 

地盤沈下対策につきましては、地下水利用の適正化を図るため、新年度から公共

施設への間欠運転機能付き降雪検知器の設置を実施いたします。今後も市全体で節

水の取組を進めるとともに、冬期間の地下水位のモニタリング状況、揚水機の稼働

時間、地下水揚水量、水準測量及び地盤沈下影響調査の結果を市民に公表し、地下

水の適切な利用と節水意識の浸透を図ってまいります。 

 



第４ 都市基盤についてであります。 

国土交通省の令和４年度予算概要における公共事業関係費につきましては、対前

年度比 1.00 倍の５兆 2,480 億円であり、このほか令和３年度補正予算において、

「防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保」のため、１兆 4,236 億円

が確保されており、５か年加速化対策として、重点的かつ集中的に対策を講じるも

のとなっております。 

当市の令和４年度事業につきましては、国の施策を踏まえ「ひとにやさしいまち

づくり」を進めるため、社会資本整備総合交付金事業として、道路改築、消融雪施

設整備、除雪費などに９億 571 万円（国費５億 6,791 万円）、その他の国庫補助事

業として、道路メンテナンス事業補助、地方創生道
みち

整備推進交付金事業などに２億

4,670 万円（国費１億 3,261 万円）を要望いたしました。公共事業の効率的・円滑

な実施を図るため、地域企業の活用に配慮し、適切な規模での発注に取り組み、施

工時期の平準化や早期の工事発注に努めてまいります。 

また、令和４年度からは、測量設計業及び建設業の事業者を対象として、技術者

の資格取得に対して補助を行う「建設業人材確保支援事業」を実施し、担い手人材

の確保に向けた支援を行ってまいります。 

国土交通省直轄事業の「国道 17 号六日町バイパス・浦佐バイパス」、「国道 253 号

八箇峠道路」につきましては、早期の全線開通に向け、要望活動を行うとともに、

事業の推進に協力してまいります。 

公営住宅関係につきましては、増加する単身の入居希望者に対応するため、市が

管理する県営住宅の低層階を、高齢者などの単身入居が可能となるよう、県との手

続きを進めてまいります。 

交通安全対策につきましては、年７回実施される季節ごとの全国運動や新潟県の

運動に重点的に取り組み、「死亡交通事故ゼロ」を目指し、交通安全意識の高揚と、

高齢者や歩行者の交通事故防止の徹底を図り、関係機関と連携した取組を進めてま

いります。また、高齢者が加害者となる事故を少しでも減らすため、自主的な運転

免許証返納事業を継続します。 

水道事業につきましては、塩沢地域の地域別水源整備を加速して、舞子非常用水

源の機械電気設備や送水管の整備を順次進めてまいります。また、清水配水池など

の施設改修や、重要給水施設配水管の耐震化に引き続き取り組んでまいります。事

業経営では、水道料金の改定に向けた審議や議論を重ねてまいります。併せて、大

口の水道使用者に対して料金改定の必要性について丁寧に説明してまいります。 



下水道事業につきましては、事業運営の新たな柱とする「改定経営戦略」に基づ

き、老朽化施設の更新、投資の合理化に向けた広域化を進めています。平成 27 年度

から着手した農業集落排水の県流域下水道への統合事業は、令和４年度で完了とな

ります。次の広域化となる大和クリーンセンターの県流域下水道への統合事業につ

きましては、事業着手に向け、新潟県との協議を進めてまいります。 

市街地の浸水対策事業につきましては、寺裏雨水幹線工事の早期完了、事業の効

果検証を進めてまいります。 

 

第５ 産業振興についてであります。 

農業関係につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響が継続していること

から、全国的に主食用米の需給バランスが安定せず、民間在庫が積み上がり、家庭

用米の需要や価格にも大きな影響がでてきております。令和４年産米についても、

関係機関・団体と連携の上、国・県の支援策を最大限に活用する中で、「需要に応じ

た米生産」を推進するとともに、高品質・良食味な「南魚沼産コシヒカリ」の生産

支援と販売促進に努めてまいります。  

また、担い手への農地集積・集約化や法人化などへの支援、園芸作物転換への推

進など、農業経営にかかる課題についても、関係機関と一丸となって取り組んでま

いります。 

法制化により、既に定着している多面的機能支払、中山間地域等直接支払の各事

業につきましては、制度を十分に活用し、農業・農村の持つ多面的機能が、より一

層発揮されるよう引き続き支援してまいります。 

林業の振興につきましては、森林環境譲与税の活用により、引き続き航空レーザ

ー測量の実施と森林長期計画の策定を行い、森林整備の加速化や森林資源の利用促

進に向け、持続可能な林業の支援を実施してまいります。 

また、荒廃した里山の整備と合わせ、喫緊に鳥獣被害の防止と集落環境の整備を

進めていく必要があることから、緊急５か年事業として、新たに市単独費で補助率

90 パーセントの「ふるさと里山再生整備事業」を実施し、次世代林業の再生基盤づ

くりと人材育成の足掛かりに取り組んでまいります。 

観光振興につきましては、新型コロナウイルス感染症の世界的な蔓延からインバ

ウンド誘客ができない状況にあるため、引き続き新しい生活様式に合わせた観光施

策に取り組むとともに、市内観光産業への支援と国内観光客の回復に努めてまいり

ます。併せて、友好都市や雪国観光圏の構成市町村で開催される誘客イベントと連



携することにより、外国人観光客への情報発信や受入環境の整備に取り組んでまい

ります。 

商工振興につきましては、昨年に引き続き、雇用促進事業補助金により、事業者

の新卒者雇用を支援するとともに、「人材育成及びリゾートオフィス・田園都市構想

松井基金」により整備した事業創発拠点を活用し、地域産業の競争力強化や稼ぐ力

を高める人材の育成と、チャレンジ支援事業補助金等の活用による新たなビジネス

の創出支援を進めてまいります。 

 

第６ 行財政改革、市民参画についてであります。 

機構改革につきましては、ふるさと納税関連業務に関し、財政課財政係のワンス

トップ特例申請などの関連業務を、Ｕ＆Ｉときめき課に移管して集約することで、

問合せ窓口の明確化を図るとともに、班体制を３主幹とし、班の名称を「ふるさと

創り班」に変更いたします。また、持続可能な医療体制を構築するため、市民病院

とゆきぐに大和病院の２病院の経営分析や人事管理を含めた経営管理を一体的に

担う部署として、市民病院庶務課に「経営管理本部設立準備班」を新設し、医療対

策室は廃止いたします。 

行政改革につきましては、行政改革大綱の体系に沿ってアクションプランとして

具体的に取り組み、行政改革推進委員会による外部評価をいただきながら、改革の

推進と進行管理を行ってまいります。 

地域コミュニティ活動の推進につきましては、浦佐地域づくり協議会を中心に、

大和エリアの地域づくり支援員として地域おこし協力隊員を募集し、応募者がいた

場合は審査を経て、協議会に配置して事業を進めてまいります。また、医療のまち

づくりプロジェクトチームで提案された買い物弱者支援について、地域づくり協議

会と連携し、移動販売車による実証実験に取り組みたいと考えております。 

広域連携の推進につきましては、「第２期魚沼地域定住自立圏共生ビジョン」に

基づく具体的な取組を２市１町で推進し、中心市としての役割を果たしながら、圏

域内の定住人口の確保と住民福祉の向上を目指します。 

男女共同のまちづくりの推進につきましては、「第４次男女共同参画基本計画」

を早期に策定し、引き続き意識改革に取り組んでいくとともに、企業の働きやすい

職場環境づくりを支援してまいります。 

生涯活躍のまち推進事業につきましては、引き続き「人材育成及びリゾートオフ

ィス・田園都市構想松井基金」及び地方創生推進交付金を活用し、雪や食をはじめ



とする地域資源の魅力発信と、ウインタースポーツや豊かな自然を活用したリモー

トワークの推進を図り、交流人口の増加と南魚沼のブランド化に取り組んでまいり

ます。 

雪資源活用事業につきましては、引き続き、さいたま市などの友好都市を中心に

連携を図り、雪冷熱による暑さ対策や、雪に関連した伝統文化、特産品等をＰＲす

る企画を進めてまいります。併せて、脱炭素社会の実現を目指した自然エネルギー

としての活用に向け、民間と協働しながら検討を進めてまいります。 

ふるさと納税につきましては、令和３年度も全国から大変多くのご寄附をいただ

いております。当市を応援していただいている皆様に、深く感謝申し上げます。令

和４年度も多くの事業者からご登録をいただき、返礼品のバリエーションを広げ、

寄附者の満足度を高めながら、関係人口の増加に繋げられるよう事業に取り組んで

まいります。また、事業者からも一部寄附をしてもらう形で、返礼品付きの「ふる

さと納税クラウドファンディング」を新たに実施いたします。 

以上、新年度を迎えるに当たり、主要な施策について概要を述べたところであり

ます。 

 

令和４年度も、新型コロナウイルス感染症の収束は未だ見通すことは難しい状況

でありますが、ワクチン接種や治療薬の開発により、厚い雲の隙間から日が差し込

み始めている状態ではないかと感じています。 

ポストコロナを見据え、事業創発拠点を活用して、次代を担う人材や企業を育て

ることで、将来南魚沼市を支える大きな柱になっていただけるように取り組んでま

いります。「若者が帰ってこれる 住み続けられる ふるさと南魚沼」を実現する

ため、着実に歩みを進めてまいります。 

当市が抱える課題は山積しておりますが、今後も自らが先頭に立って取り組む所

存であります。市民からご理解をいただき、議員各位からも引き続き格段のご支援

をいただきますよう心よりお願い申し上げまして、所信表明といたします。 

 

むすび 

今 議 会 の 提 出 案 件 39 件 

内 訳 

条 例 15 件 

予 算 20 件 

そ の 他 4 件 

  



○ 令和３年度 南魚沼市一般会計補正予算（第１８号）の概要 

 

（１）今回の補正額                ２，２８９，４６９ 千円 

 

（２）補正後予算額               ４０，５０４，８２８ 千円 

 

（３）主な補正項目 

【歳 入】 

・市税                       ２０，１００ 千円 

・普通交付税                   ４６４，７５２ 千円 

・児童手当国庫負担金               △１４，０１２ 千円 

・新型コロナウイルスワクチン接種対策負担金          ８６，４７１ 千円 

（３回目接種分） 

・子育て世帯等臨時特別支援事業事業費補助金     ３６，４００ 千円 

・社会資本整備総合交付金（5～6/10）            １１，４４０ 千円 

・道路メンテナンス事業補助金                   １０，８６７ 千円 

・無電柱化推進計画事業補助金                 △１１，４４０ 千円 

・学校施設環境改善交付金（大規模改造）          ３７，７０４ 千円 

・学校施設環境改善交付金（統合）            △８３，３０４ 千円 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金事業  △２４９，７５８ 千円 

県補助金 

・ふるさと納税寄附金             ２，６０２，８３４ 千円 

・財政調整基金繰入金              △３２０，０００ 千円 

・無電柱化推進基金繰入金                      １５，０８０ 千円 

・新型コロナウイルス感染症緊急経営支援資金        △５４，２００ 千円 

預託金元金収入 

・市有建物災害保険金                 ２２，３２２ 千円 

・雪資源活用事業他団体負担金                      △１４，４４４ 千円 

・市債                        △１６，２００ 千円 

・臨時財政対策債                △２４８，８００ 千円 

 

 



【歳 出】 

・基金費                                      ２，５６４，０００ 千円 

・企画補助・負担金事業                              ３２，６９７ 千円 

・雪資源活用事業費                                △２９，２８７ 千円 

・職員費                      △７１，３９０ 千円 

・国民健康保険対策費（特別会計繰出金）        △１２，０００ 千円 

・児童手当支給事業費                             △２０，０００ 千円 

・子育て世帯等臨時特別支援事業費                    ３６，４００ 千円 

・予防対策事業費                                    ７３，４７１ 千円 

・病院事業対策費（事業会計等繰出金）       △１０，０００ 千円 

・地域医療対策事業費                              △３１，３６３ 千円 

・県営事業負担金                                    ６３，２６４ 千円 

・中小企業金融制度事業費                          △５４，２００ 千円 

・商工業振興補助事業費                          △２４９，８４５ 千円 

・道路橋りょう維持補修事業費                        １９，０００ 千円 

・機械除雪費                   １００，０００ 千円 

・勤労青少年ホーム解体事業費                     △１４，０００ 千円 

・小学校授業運営費                                  １５，３００ 千円 

・小学校大規模改造事業費            △２０１，００５ 千円 

・中学校大規模改造事業費                           ３２，０００ 千円 

・中学校施設等整備事業費                           ８０，０００ 千円 

・体育施設整備事業費                              △１８，０００ 千円 

・土木施設災害復旧費（単独）                        １０，０３２ 千円 


